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は　じ　め　に

島根県では、男女共同参画基本法の理念に則り、平成13年 2 月に「島根県男女

共同参画計画」を策定して以降、その時代の現状や課題に応じた計画に基づいて、

施策の推進に取り組んでまいりました。県政世論調査によると、平成18年度以降、

固定的な性別分担意識に否定的な人の割合は増加傾向にあり、男女共同参画に対

する理解が徐々に深まっていることが伺えます。

平成23年 5 月、「第 2 次島根県男女共同参画計画（計画期間：平成23年度～平

成27年度）」を策定いたしました。

新計画では、県が目指す社会の姿を明確にし、男性や若者に向けた理解促進や

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進などの施策を新たに盛り

込みました。今後、新計画に沿って、男女共同参画社会の実現に向けて施策を進

めてまいります。

本報告は、平成14年 4 月に施行された島根県男女共同参画推進条例の第21条に

基づき、男女共同参画計画に掲げる施策の推進状況及び男女共同参画の推進に関

する施策の実施状況を年次ごとにとりまとめ公表するものです。

多くの県民の皆様に本県の男女共同参画の現状と施策について理解を深めてい

ただき、本県において男女共同参画社会が着実に実現していくことを期待いたし

ます。

　 　 平 成 25 年 11 月

島 根 県 環 境 生 活 部 長

丸　山　達　也



目　　　次

Ⅰ．男女共同参画の推進状況･･･････････････････････････････････ 　１

Ⅱ．平成２４年度施策の実施状況････････････････････････････････ 　２

Ⅲ．県民からの施策に対する苦情の申出の処理状況･･･････････････ 　５

Ⅳ．市町村の状況･････････････････････････････････････････････ 　５

Ⅴ．第２次島根県男女共同参画計画数値目標進捗状況･････････････ 　６

【資料編】

○男女共同参画の推進状況･････････････････････････････････････ 　７

○平成２４年度施策の実施状況･･････････････････････････････････ ･･２３

○苦情処理の状況･････････････････････････････････････････････ ･･３９

○市町村における男女共同参画の状況･･･････････････････････････ ･･４０

○島根県男女共同参画推進条例･････････････････････････････････ ･･４２

○第２次島根県男女共同参画計画施策体系･･･････････････････････ ･･４８



- 1 -

平成14年4月の島根県男女共同参画推進条例の施行から11年が経過しました。 

平成13年2月の島根県男女共同参画計画の策定から10年経過した平成23年5月には第2次島

根県男女共同参画計画を策定し、引き続き男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを進め

ています。 

だれもが個性や能力を十分に発揮し、県民一人ひとりがいきいきと暮らすことのできる社

会を目指し、今後も市町村との連携を密にして、男女共同参画の理解促進に努めていきます。 

以下では、平成24年度の男女共同参画の現状と施策を総括し、今後の課題を展望しました。 

Ⅰ．男女共同参画の推進状況 

１．社会制度・慣行、意識の状況 

「男女共同参画に関する県民の意識･実態調査」（平成 21 年実施。以下「平成 21

年調査」という。）では、社会全体における男女の地位の平等感について、「男性の

方が優遇されている」とする人の割合が 77.2%と、「平等」（17.6%）や「女性の方が

優遇されている」（4.9%）を大きく上回っています。(資料編：図 1) 

また、性別役割分担意識については、「男は外で働き、女性は家庭を守るべきであ

る｣という考え方に、否定的な人が 60.5%に対し、肯定的な人は 38.7%です。 

一方で、「女性には細やかな気配りが、男性にはいざというときの決断力が必要だ｣、

「子育ては、やはり母親でなくてはと思う｣、「世帯主に男性がなるのは当然だと思

う｣、「自治会などの団体の代表者は、男性の方がうまくいく」、「家事、介護は女性

の方が向いていると思う」という考え方については、肯定的な人の割合が半数を超え

ており、男女の役割に対する固定的な考え方が依然として残っていることが伺えます。 

(資料編：図 2) 

２．政策・方針決定過程への男女共同参画の状況 

平成 25 年 4 月１日現在、地方議会において女性の議員が占める割合は、県 8.1%(前

年度比±0 ﾎﾟｲﾝﾄ)、市 6.3%(同+0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ)、町村 5.8%(同+1.4 ﾎﾟｲﾝﾄ)です。（資料編

：図 4） 

平成 25 年 3 月現在、県の審議会等における女性の委員の割合は、41.3%(同+0.3 ﾎﾟｲ

ﾝﾄ) と、平成 18 年度以降、40%台を維持しています。市町村においては 24.4% (同+0.6

ﾎﾟｲﾝﾄ)と、平成 21 年度以降、微増となっています。（資料編：図 5） 

また、公務員における女性の管理職の割合は、県では 7.4%(同+0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ)、市町村

は 13.0%(前年度比-0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ)となっています。（資料編：図 6） 

地域の状況をみると、ＰＴＡにおける女性の役員については、小学校の会長と副会

長はそれぞれ 3.7%(同-0.8 ﾎﾟｲﾝﾄ)と 37.6%(同-0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ)、中学校の会長と副会長は、

2.1 % (同+0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ) と 36.1% (同+1.3 ﾎﾟｲﾝﾄ)です。一方、自治会については、会長

1.9%(同+0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ)、副会長 6.4%(同+0.9 ﾎﾟｲﾝﾄ)と女性役員が非常に少ない状況です。

（自治会役員数は、回答のあった市町村のみ集計）（資料編：図 7、8） 
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 ３．家庭・地域・職場における男女共同参画の状況 

平成 21 年調査では、多くの家庭で、食事のしたく・かたづけ、掃除などを主に妻が

行っている結果となっています。（資料編：図 11） 

また、女性、男性とも希望としては、「仕事と家庭生活をともに優先したい」が最

も支持されていますが、現実は、女性は「家庭生活を優先」、男性は「仕事を優先」

という回答が多くなっています。（資料編：図 12） 

労働力率については、男性は全国平均をやや下回っていますが、女性は全国平均を

やや上回っていて、年齢５歳階級別に見たＭ字カーブは緩やかとなっています。（資

料編：図 13） 

また、平成 23 年の「労務管理実態調査」をみると、いずれかの役職に女性を「登用

している」事業所の割合が次第に高まり、職場における女性の登用や、育児休業制度

などの雇用環境の整備が進みつつあることが伺えます。一方で、育児休業や介護休業

の利用は依然として少ない状況です。（資料編：図 10、14、15、16） 

県では、仕事と家庭の両立がしやすい職場作りを進めるため、従業員の子育てを積

極的に応援する企業を「こっころカンパニー」に認定し、県のホームページ等でのＰ

Ｒや低利融資などにより支援を行っています。こっころカンパニーの認定企業は年々

増加し、平成 25 年 3 月 31 日現在、226 社が認定されています。（資料編：図 17） 

 

４．個人の人権関係 

平成 24 年度中に県の女性相談センター等に寄せられた相談件数は 4,171 件で、その

うち面接相談は 1,073 件、電話相談は 3,098 件であり、面接相談は前年度に比べて 112

件の増(+11.7%)、電話相談は 109 件の減（-3.4%）となっています。 

相談内容(主訴別)をみると、「夫等その他」が 835 件で最も多く、全体の 20.0%を

占めています。これに「夫等からの暴力」(571 件、構成比 13.7%)、「離婚問題」(525

件、同 12.6%)等を合わせると、夫婦間における問題が全相談件数の 46.6%を占める結

果となっています。 

また、何らかの事情で保護が必要な女性に対して行っている一時保護については、

一時保護した女性は 45 人で、そのうち夫やパートナーからの暴力によるものが 31 人

と、一時保護件数の 68.9%を占めています。（資料編：図 23、24、25） 

 

Ⅱ．平成 24 年度施策の実施状況 

 １．男女共同参画社会づくりに向けた慣行の見直しと意識の改革 

県では、「島根県男女共同参画推進条例」の趣旨を県の諸施策に反映させるととも

に、男女共同参画センター「あすてらす」をはじめ県内各地で男女共同参画推進のた

めの広報・啓発を行いました。また、男女共同参画サポーターを養成支援し、地域に

おける男女共同参画の理解促進に向けた取組を推進しました。 

しかし、県民の意識実態調査の結果、依然として固定的な性別役割分担意識が存在

することから、今後も、地域における理解促進に向けた広報・啓発活動を実施します。 
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学校教育においては、児童生徒の発達段階に応じて固定的な性別役割分担意識にと

らわれず、一人ひとりの個性や能力が伸ばせる環境づくりの推進と男女相互の理解・

協力、望ましい人間関係の確立について、指導を行ってきました。教職員研修の充実

を図るほか、学習教材の開発と指導方法の工夫、各校種間の交流、家庭・地域や関係

機関との連携に努めています。 

社会教育においては、人権啓発推進センター等と連携し、社会教育指導者に対する

研修の充実を図り、男女共同参画推進についての教育・啓発に努めています。 

今後も男女共同参画の視点を重視した学習機会や研修の場の提供に計画的、継続的

に努めます。 

 

 ２．政策・方針決定過程への男女共同参画の推進 

県では、「第 2次島根県男女共同参画計画」で、審議会等への女性の参画率につい

ては 40%台を維持するという目標を掲げ、女性の登用を積極的に推進しています。こ

れまでの取組の結果、平成 12 年に 16.2%であった女性の参画率が、平成 25 年 3 月現

在、41.3%となりました。 

今後も引き続き、審議会等の委員の選任に当たっては、委員構成の見直しや公募委

員の活用など、従来の慣例にとらわれない柔軟な対応を行い、女性の参画促進に努め

ます。 

また、市町村や関係団体に対しても、女性の参画の拡大が図られるよう引き続き働

きかけます。                

 

 ３．家庭、職場、地域における男女共同参画の推進 

仕事と生活の調和のとれたライフスタイルを持つことができる社会づくりを推進す

るため、従業員の子育てを積極的に支援し、仕事と家庭の両立がしやすい職場づくりを

進める企業を「こっころカンパニー」として認定し、県の各種融資制度や入札制度など

で優遇するとともに、認定を通じて、事業主・従業員・県民に育児・介護休業制度の活

用について啓発しました。また、認定企業の中から特に優れた子育て支援の取組を実施

している企業を表彰し、情報誌を作成してその取組のＰＲを行いました。 

子育て環境については、保育所の創設や増築等を行い、入所定員が増加し待機児童の

減少につながりました。また、子育てと仕事の両立や子育てに対する不安感や負担感の

軽減を図るため、特定保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育、延長保育、地域子育

て支援拠点事業、放課後児童クラブなどのほか、子育て家庭のニーズにきめ細かく対応

する市町村の取組を支援することで、子育て支援サービスの充実を図りました。そのほ

かにも、国や県の既存制度では対応できない子育て家庭のニーズにきめ細かく対応する

市町村やＮＰＯ団体等の取組を支援し、子育てしやすい環境づくりに努めました。 

今後とも、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の理解促進に向け、県民

や企業、団体の意識啓発を図るとともに、引き続き市町村等と連携し、多様化するライ

フスタイルや地域の実情に応じた、きめ細かな子育て支援サービスの提供に努めます。 
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雇用の分野においては、中小企業へ労務管理全般についての専門的な助言・指導を

行う労働施策アドバイザーを２名派遣し、労働者の働きやすい職場づくりや、多様な

働き方を可能とする就業条件の整備等に向けた取組を行いました。 

また、結婚、出産、育児等で長期に離職を余儀なくされ、再就職を希望する長期離

職者を対象に、就業に必要な相談、情報提供を行うとともに、離転職者を対象とした

公共職業訓練を実施し、再就職希望者への支援を図りました。 

今後も、関係機関と連携しながら、男女に均等な雇用環境整備の推進に努めます。 

 

農山村において、地域や生産活動の重要な担い手である女性に対する支援として、

女性リーダーの資質向上を目的とした研修会への参画誘導、自己啓発や意識改革等の

活動を自主的に行う女性農林業者の活動支援など、女性組織の活動を活性化させると

ともに、意欲的な農山村女性リーダー等の公職や地域活動への参画の促進に努めまし

た。 

林業においては、森林組合の女性職員が自主的に行った資質向上を支援し、女性組

織の活性化に努めました。また、森林組合では女性の管理職登用が進み、経営方針決

定過程における女性参画が進んできました。 

水産業や漁村の維持発展には、女性の担い手としての活躍や地位の向上が従来にも

増して必要となっています。このために、地域や女性活動のリーダー育成、各種研修

会や情報交換を通じた活動拡充などの取組が重要です。県では優れたリーダーを「漁

村女性指導士」として認定し、各種研修事業等への参加を支援するとともに、県内の

先進的活動を行っている女性グループが互いの活動事例を発表し、交流する機会を設

定しています。また、水産物加工業等への女性グループの取組を支援するため、起業

に必要な資金の貸付も実施しています。 

今後も関係団体との連携を密にして、新たな女性リーダーの育成に努めるとともに、

農山漁村における女性の活動を積極的に支援します。 

 

 ４．個人の尊厳の確立 

松江市の女性相談センター、大田市の女性相談センター西部分室（あすてらす女性

相談室）のほか、出雲・浜田・益田の各児童相談所及び中央児童相談所隠岐相談室の

女性相談窓口において、配偶者からの暴力（ＤＶ）に関する相談や被害者の保護、自

立支援など、ＤＶ被害者支援の充実に努めました。 

配偶者からの暴力を容認しない社会の実現に向け、若年層を対象としたデートＤＶ

予防のための出前講座の実施や、11 月 12 日から 11 月 25 日までの「女性に対する暴

力をなくす運動」期間を中心に啓発・広報活動を行いました。 

平成 23 年 3 月に策定した、「島根県ＤＶ対策基本計画（第２次改定版）」では基本

目標ごとに「数値目標」を設定し、効果的に施策を推進していくこととしています。 

今後は、関係機関等との連携により中学生、高校生等を中心とした若年層への人権

教育や、相談・保護・自立支援等の被害者支援の充実を図るとともに、ＤＶを家庭内

の暴力として包括的に捉え、児童虐待や高齢者虐待も視野に入れたＤＶ予防啓発に取

り組みます。 

− 4 −



 

- 5 -

   女性の思春期から更年期等各期の悩みについて、保健所で相談（電話での相談は随時）

を実施するとともに、島根県助産師会による電話相談を実施し、相談窓口の拡充を図っ

ています。相談の内容は多岐に渡ることから、医療機関等の関係機関と連携しながら支

援を行います。 

    乳がん・子宮がんの検診受診率の向上を目指して、市町村、検診機関、がん検診啓発

サポーター、がん検診啓発協力事業所、大学生等と連携協力し、街頭キャンペーンや出

前講座、講演会等の様々な啓発活動を実施しました。また、開業医による時間外子宮が

ん検診の実施や検診機関に乳がん検診機器の配備等を行い、検診体制の整備を図りまし

た。今後、さらに、各機関と連携協力し、年代に応じた効果的・効率的な普及啓発活動

を推進するとともに、検診を受けやすい体制づくりに取り組みます。 

   県及び保健所では、地域職域連携健康づくり推進協議会等を開催し、青壮年期の健康

実態や健診に関する各種制度・事業についての情報提供を行いました。また、メンタル

ヘルスやがん等のテーマで事業主セミナーを開催し、職場での健康づくりへの取組の重

要性について啓発しました。 

   今後も、地域・職域と連携して、働き盛り世代の健康づくりを進めていくための啓発

を行います。 

  世界禁煙デーに合わせた街頭キャンペーンや職場・地域等を対象とした出前講座など

を開催し、喫煙の健康への影響等について啓発を行いました。また、「たばこの煙のな

い飲食店」「たばこの煙のない理美容店」の登録の拡大、公共施設における禁煙の推進、

労働局が実施する職場の喫煙対策の普及など、健康長寿しまね推進会議や地域職域連携

健康づくり推進協議会等と連携して取り組みました。 

  今後、さらに禁煙に関する普及啓発や情報提供を行うとともに、引き続き受動喫煙防

止に取り組む施設を増やしていくこととしています。 

 

Ⅲ．県民からの施策に対する苦情の申出の処理状況  

平成 24 年度は、島根県男女共同参画推進条例第 20 条に基づく苦情の申出はありませ

んでした。 

 

Ⅳ．市町村の状況 

県内の市町村では、平成 25 年 4 月 1 日現在、男女共同参画に関する条例を制定してい

るのは 9市町(47.4%)、男女共同参画に係る計画を策定しているのは全市町村です。 

地域における男女共同参画の推進には、住民に最も身近な市町村の取組が重要である

ことから、市町村と連携し、引き続き理解促進に取り組みます。 
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基本
目標

計画策定時
(Ｈ22)

現状値
（Ｈ25.3月末現在）

目標値
(Ｈ27)

単位 担当課名

1 男女の地位が平等だと思う人の割合(７分野平均）(※１) 34.6
(H21)

34.6
(H21)

40.0
(H26)

％ 環境生活総務課

2 固定的性別役割分担意識に否定的な人の割合 60.5
(H21)

60.5
(H21)

75.0
(H26)

％ 環境生活総務課

3 県の審議会等への女性の参画率 40.7 41.3 40%台
を維持

％ 環境生活総務課

4 県職員の管理職に占める女性の割合　　　　　　　（※２） 5.2 5.2 7.0 ％ 人事課

5 係長以上の役職に女性を登用している事業所の割合 (※３) 50.9
(H20)

58.3 63.5
(H26)

％ 雇用政策課

再
掲

固定的性別役割分担意識に否定的な人の割合 60.5
(H21)

60.5
(H21)

75.0
(H26)

％ 環境生活総務課

6 育児休業制度を就業規則で規定する事業所の割合   (※３) 85.9
(H20)

90.2
(H23)

100
(H26)

％ 雇用政策課

7 育児休業制度を利用した人の割合                 (※３) 33.7
(H20)

37.0
(H23)

40.0
(H26)

％ 雇用政策課

8 介護休業制度を就業規則で規定する事業所の割合   (※３) 78.1
(H20)

82.3
(H23)

100
(H26)

％ 雇用政策課

9 介護休業制度を利用した人がいる事業所の割合     (※３) 5.3
(H20)

3.3
(H23)

10.0
(H26)

％ 雇用政策課

10 こっころカンパニー認定企業数 143
(H22.10月末)

226 225
(H26)

企業 青少年家庭課

再
掲

係長以上の役職に女性を登用している事業所の割合 (※３) 50.9
(H20)

58.3 63.5
(H26)

％ 雇用政策課

11 家族経営協定締結数 143
（H21）

172 175(※４)

（H26）
経営体 農業経営課

12 農業委員に占める女性の割合 4.0
(H21)

5.8 9.1
(H26)

％ 農業経営課

13 ＤＶ防止法の認知度 77.7
(H21)

77.7
(H21)

82.0
(H26)

％ 青少年家庭課

14 乳がん検診受診者数 13,385
(H17)

30,585
(H23)

41,250
(H24)

人 健康推進課

15 子宮がん（頸部）検診受診者数 31,017
(H17)

34,753
(H23)

35,700
(H24)

人 健康推進課

16
１０代の人工妊娠中絶率
[女子人口千人比]

8.4
(H17)

5.7
（H23）

6.7
(H24)

％ 健康推進課

(※３)：島根県が行う労務管理実態調査による数値。

(※４)：当初の数値目標（160経営体）を達成したため、平成24年3月28日に改正。

項　　　目

Ⅴ．第２次島根県男女共同参画計画　数値目標進捗状況

(※１)：７分野とは、「家庭生活」、「職場」、「地域活動」、「学校教育」、「政治」、 「法律や制度」、「社会通念・しきたりなど」のこと。
　　　男女共同参画に関する県民の意識・実態調査において、各分野ごとに男女の地位の平等感について調査。

Ⅳ

(※２)：病院職員、教育職員、警察職員を除く。

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ
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男女共同参画の推進状況

1．社会制度・慣行、意識、教育の状況
　（1）社会制度・慣行の状況

図1　社会全体における男女の地位の平等感

「男性が優遇されている」と感じている人の割合は、男性が66.3％、女性が85.8％で、男女で意
識の差が見られます。

（島根県：平成21年「男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」）

無回答

女性の方が非常に優遇されている

平等

どちらかといえば男性の方が優遇されている

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が優遇
されている（計）

男性の方が優遇
されている（計）

（％）0 20 40 60 80 100

全体
（n＝992）

男性
（n＝436）

女性
（n＝550） 2.985.8

7.666.3

4.977.2

0.2

0.5

0.9
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6.7
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0.0

17.6

25.7

11.3

70.0
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75.6

7.3

3.4

10.2

図2　性別役割分担に関する意識

（参考）平成24年度島根県政世論調査結果

固定的な性別役割分担意識を示す「男は仕事、女は家庭」については、約 6割が否定的ですが、
それ以外の質問については半数以上が固定的な性別役割分担意識に肯定的です。特に「女性は
気配り、男性は決断力」、「子育ては母親」への肯定割合が高くなっています。

（島根県：平成21年「男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」）

無回答そう思わない
どちらかといえばそう思わないどちらかといえばそう思う

そう思う

（n＝992）

（％）

（％）

（n＝1,169）

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

　男は外で働き、女は家庭を守るべきである

（1）男は外で働き、女は家庭を守るべきである

（2）自治会などの団体の代表者は、男性の方がうまくいく

（3）女性には細やかな気配りが、男性にはいざというときの決断力が必要だ

（4）子育ては、やはり母親でなくてはと思う

（5）世帯主に男性がなるのは当然だと思う

（6）家事、介護は女性の方が向いていると思う

26.9 71.6

そう思う
（計）

そう思わない
（計）

4.3 22.6 28.1 43.5
1.6

0.8

0.9

0.6

0.4

0.7

0.3

38.7 60.5

58.2 40.9

73.8 25.6

68.1 31.5

59.6 39.7

59.0 40.7

そう思う
（計）

そう思わない
（計）

36.424.131.57.3

22.518.439.318.9

38.0 35.8 10.9 14.7

26.6 41.5 15.3 16.1

25.7 33.9 19.9 19.9

18.6 40.3 21.0 19.8
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0 20 40 60 80 100

図3　高等学校卒業者の進路別割合

女性は、高等学校卒業後に就職する者の割合が減り、大学等進学者の割合が増加する傾向が続
いており、大学等に進学する割合は男性より5.2ポイントも高くなっています。

その他 就職 専修学校等

大学等

（うち短大） （うち大学）

（島根県：平成24年度「学校基本調査」）

注 1 ）大学等、専修学校等には就職進学者を含む。
　 2 ）専修学校等には、公共職業能力開発施設等
　　　を含む。
　 3 ）就職は、就職進学・入学者を除く。

女　性（単位：％） 男　性
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13.7 35.9
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42.1 2.3

5.025.724.9
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6.36.7 18.2 31.0
17.6 26.3
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5.0

5.6
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16.8

29.618.6
16.3 31.0

46.2

4.3 29.816.7
16.9 32.2

17.0 30.9

49.1

4.1 28.020.0
47.9

32.3
15.8 28.5

45.3
25.2 27.3

38.6

37.5
25.9 27.2

2.0

1.8

41.1

42.0

4.7
39.5

23.8 29.4
2.5

41.2 2.2

42.0

5.621.5 29.1
43.8

18.3

17.1

32.7

34.8

4.0

3.8

26.8

27.116.3

18.2
51.0

52.8

17.3 32.5
3.2 28.317.4

51.1

41.5

43.8

2.1

1.9

5.8

6.7

21.0

23.422.9

29.0
44.1

47.0

41.1 1.8
5.726.624.3

43.4

（％）（％）
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H16
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H17
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H18
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H19
（2007）

H20
（2008）

H21
（2009）

H22
（2010）

H23
（2011）

　（2）教育・学習の状況
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図5　審議会等における女性の委員の割合

　　◯県（目標の対象である審議会等の登用率）
　　◯市町村（地方自治法（第202条の3）に基づく審議会等の登用率）
審議会等の女性の参画率は、県では41.3％（平成25年3月現在）と、7年連続で40％を上回っています。
一方、市町村では24.4％（平成25年4月現在）と、平成21年度以降、微増傾向となっています。

（％）

市町村県

（島根県環境生活総務課調査）
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H16
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H18
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H19
（2007）

H20
（2008）

H21
（2009）

H22
（2010）

H23
（2011）

H24
（2012）

H25
（2013）

※県の数値は、平成23年度以降、3月31日現在で調査

36.8
38.5 41.9 42.5

42.4 41.8 40.7 41.0

19.3

22.5
24.1

21.9 21.0
22.2 22.6 23.8 23.8

41.3

24.4

図4　地方議会における女性の議員の割合

平成25年 4月 1日現在で、市議会の女性議員の割合は6.3％であり、前年度（6.2％）と同数でした。
町村議会の女性議員の割合は5.8％であり、前年度（4.4％）に比べ増加しました。また、県議
会には3名の女性議員が選出されています。

（島根県環境生活総務課調査）

男性
33人

（91.7％）

女性
3人

（8.3％）

県

男性
194人

（93.7％）

女性
13人

（6.3％）

市

男性
130人

（94.2％）

女性
8人

（5.8％）

町村

合計
36人

合計
207人

合計
138人

2．政策・方針決定過程への男女共同参画の状況
　（1）県・市町村における状況

− 9 −



図6　県内公務員の女性の管理職の割合

女性の管理職の割合

　　◯県職員における女性の管理職の割合
　　◯市町村職員における女性の管理職の割合
　　◯公立学校教職員における女性の管理職の割合
公務員の女性管理職の割合については、県では昨年に比べ伸びていますが、市町村では減少し
ています。
公立学校における女性の管理職登用割合は、前年度に比べ減る傾向となっています。

市町村県

※管理職とは本庁における課長相当職以上の職
※病院職員、警察職員を含む。教育職員を除く。

（島根県環境生活総務課調査）
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図7　PTAにおける女性の会長の割合

平成25年 8月現在で小学校のPTAの女性の会長の割合は3.7％、副会長の割合は37.6％です。また、
中学校のPTAの女性の会長の割合は2.1％、副会長の割合は36.1％です。

男性
14人

（100％）

女性
0人
（0％）

（会長）

男性
42人

（87.5％）

女性
6人

（12.5％）

（副会長）

合計
14人

合計
48人

男性
208人

（96.3％）

女性
8人

（3.7％）

（会長）

男性
376人

（62.4％）

女性
227人

（37.6％）

（副会長）

合計
216人

合計
603人

男性
95人

（97.9％）

女性
2人

（2.1％）

（会長）

市郡連合会

小学校

中学校

男性
216人

（63.9％）

女性
122人

（36.1％）

（副会長）

合計
97人

合計
338人

（島根県環境生活総務課調査）

　（2）地域における状況
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図8　自治会における女性の会長の割合
（報告があった市町村のみの数値です。）

報告があった市町村の集計結果では、平成25年 4月現在で女性の自治連合会の会長・副会長は
ともに0％、自治会の会長・副会長は1.9％・6.4％と非常に低い状況です。

（島根県環境生活総務課調査）

男性
66人

（100％）

（会長）

男性
25人

（100％）

女性
0人
（0％）

（副会長）

合計
66人

合計
25人

男性
2,356人
（98.1％）

女性
45人

（1.9％）

（会長）

自治連合会

自治会

男性
559人

（93.6％）

女性
38人

（6.4％）

（副会長）

合計
2,401人

合計
597人

女性
0人
（0％）

図9　公民館における女性の館長の割合
（報告があった市町村のみの数値です。）

平成25年 4月現在で、県内の公民館長のうち6.1％が女性の公民館長です。

（島根県環境生活総務課調査）

男性
324人

（93.9％）

女性
21人

（6.1％）

合計
345人
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　（3）事業所における状況

※平成20年調査より、調査対象事業所を「10人以上」から「5人以上」に拡大
（島根県：「労務管理実態調査」）

図10　女性を役職に登用している事業所の割合

女性を何らかの役職に登用している事業所の割合は年々高まっており、半数以上の事業所で登
用されています。
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3．家庭、地域、職場における男女共同参画の状況
　（1）家庭における状況

図12　仕事、家庭生活、地域・個人の生活についての優先度

希望優先度としては、「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい人の割合が35.9％と最も高く、「仕事」と「家
庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい人の割合（19.6％）、「家庭生活」を優先したい人の割合
（18.0％）が続いています。
ただ、現状では、全体として「家庭生活」を優先している人（24.6％）、「仕事」を優先している人（24.5％）、「仕事」
と「家庭生活」をともに優先している人（24.2％）がほぼ同じ割合となっており、中でも女性は「家庭生活」を優
先している人の割合（32.9％）が高く、男性は「仕事」を優先している人の割合（32.3％）が高くなっています。

（島根県：平成21年「男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」）

（％）

（％）0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

「仕事」を優先 「家庭生活」を優先

「地域・個人の生活」を優先

「仕事」と「家庭生活」をともに優先

「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先

「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先

「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先

無回答

5.3

3.3 36.7 12.7 20.9 1.3

3.218.18.534.64.616.116.18.08.0 6.9

3.319.5 2.42.4

18.0 3.3 35.9 4.8 10.8 19.6 2.2
全体

（ｎ＝992）

（1）希望

女性
（ｎ＝550）

男性
（ｎ＝436）

全体
（ｎ＝992）

（2）現実（現状）

女性
（ｎ＝550）

男性
（ｎ＝436）

24.5

18.5 3.5 24.2 8.9 6.7 1.63.632.9

32.3 5.0 24.1 6.7 9.2 3.75.513.5

24.6 24.2 7.9 7.8 2.54.1 4.4

図11　家庭の仕事等の役割分担

日常生活における家庭の仕事等のうち、家事・育児・介護に関する5項目は、「該当する仕事は
ない」場合を除いてすべて妻がすることが多くなっていますが、「家庭における重大な事柄の決
定」では夫が半数を占め、最も多くなっています。

（島根県：平成21年「男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」）

無回答

（％）
該当する仕事はない
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夫がすることが多い
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（7）地域活動への参加（自治会・PTAなど）
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（5）介護の必要な高齢者・病人の世話

（4）小さい子どもの世話

（3）掃除

0.5 1.7
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図14　事業所における雇用環境の整備状況

雇用環境の整備に関する制度の規定を設けている事業所の割合は年々高まり、生理休暇制度、産前
産後休暇制度、育児時間制度、育児休業制度の各制度とも平成11年度から8割以上の事業所が規定
を設けています。
また、介護休業制度も平成14年度以降、約8割の事業所が規定を設けています。

生理休暇制度

産前産後休暇制度

育児時間制度

育児休業制度

介護休業制度

H8
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82.3

81.7

90.6

85.9

81.7

78.1

※平成20年調査より、調査対象事業所を「10人以上」から「5人以上」に拡大
（島根県：「労務管理実態調査」）
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81.481.4 80.080.0

　（2）事業所における状況

図13　労働力率

男女別労働力率を年齢5歳階級別に見ると、県の女性は25歳～29歳と45歳～49歳を頂点とし、
35歳～39歳を谷とするＭ字カーブとなっています。

（％）

（総務省統計局：平成22年度「国勢調査」）

15
〜
19
歳

20
〜
24
歳

25
〜
29
歳

30
〜
34
歳

35
〜
39
歳

40
〜
44
歳

45
〜
49
歳

50
〜
54
歳

55
〜
59
歳

60
〜
64
歳

65
歳
以
上

15
〜
19
歳

20
〜
24
歳

25
〜
29
歳

30
〜
34
歳

35
〜
39
歳

40
〜
44
歳

45
〜
49
歳

50
〜
54
歳

55
〜
59
歳

60
〜
64
歳

65
歳
以
上

0

20

40

60

80

100
（％）

0

20

40

60

80

100

全国
県

13.0

81.1

70.6

95.6 97.5 97.7 97.5 97.3 96.7 94.4

94.996.0 96.3 95.8 96.0 95.8 93.4 80.1

80.5

33.5

35.4

15.5 （男　性）
11.6

78.9

70.4

83.5

78.7

80.0 81.1
83.8 85.1 82.2

69.4 68.0
72.5

75.8
73.2

63.9 53.4

72.3

15.8

47.5

14.9
15.4 （女　性）

− 16 −



図15　育児休業制度・介護休業制度の利用状況

 1 歳 6 ヶ月未満の子を養育する労働者がいる事業所のうち育児休業制度を利用した労働者がいる
事業所の割合は、平成 8 年度以降、約 4 割です。
また、全ての事業所のうち介護休業制度利用した労働者がいる事業所の割合は、平成14年以降、
およそ 4 ～ 5 %です。

育児休業制度を利用した労働者がいる事業所の割合

介護休業制度を利用した労働者がいる事業所の割合

H11
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H14
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H17
（2005）

H20
（2008）

H23
（2011）

H8
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（％）

38.2

5.5

10.7

4.4

44.0
40.0

36.5

44.2

4.3 5.3

46.0

3.3

※平成20年調査より、調査対象事業所を「10人以上」から「 5 人以上」に拡大
　平成23年度調査より、調査対象労働者を「1歳未満の子を養育する労働者」から「 1 歳 6 ヶ月未満の子を養育する労働者」に拡大

（島根県：「労務管理実態調査」）
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図16　育児休業制度を利用した労働者の割合

 1 歳 6 ヶ月未満の子を養育する労働者のうち育児休業制度を利用した労働者の割合は、平成14年
以降、約 3 割です。
 1 歳 6 ヶ月未満の子を養育する女性労働者のうち育児休業制度を取得した人の割合は、平成14年
以降、7 割以上です。
 1 歳 6 ヶ月未満の子を養育する男性労働者のうち育児休業制度を取得した人の割合は、依然として
低い状況です。

1 歳未満の子を養育する労働者のうち育児休業制度を利用した人の割合

1 歳未満の子を養育する男性労働者のうち育児休業制度を利用した人の割合

1 歳未満の子を養育する女性労働者のうち育児休業制度を利用した人の割合
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※平成20年調査より、調査対象事業所を「10人以上」から「 5 人以上」に拡大
　平成23年度調査より、調査対象労働者を「 1 歳未満の子を養育する労働者」から「 1 歳 6 ヶ月未満の子を養育する労働者」に拡大

（島根県：「労務管理実態調査」）
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図17　こっころカンパニー認定企業数

平成25年3月31日現在

（島根県青少年家庭課調査）
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こっころカンパニー認定企業数は増加傾向を示しています。

※こっころカンパニー：従業員の子育てを積極的に応援する企業を認定し、県の入札や融資制度などで優遇する制度。
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　（3）農林水産業における状況

図18　家族経営協定締結農家数

家族経営協定を締結している農家数は増加傾向が続いています。

（島根県農業経営課調査）
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図20　総合農業協同組合の女性役員の割合

女性の総合農業協同組合役員の割合は緩やかに増加してきましたが、ここ数年横ばいです。

（総合農協統計表（H13～H22）及び農業経営課調査（H23・H24））
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図19　女性の農業委員の割合

女性の農業委員の割合は緩やかに増加しています。

（島根県農業経営課調査）
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図21　島根県外国人登録者数

平成15年から19年まで、外国人登録者数は年々増加傾向を示し、平成20年以降は概ね横ばいで
推移しています。
平成15年以降、女性の登録者数は男性の登録者数の約2倍となっています。
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（法務省入国管理局調査）
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図23　女性相談の件数

DV等に関する相談件数（電話及び面接の合計）は、前年度に比べて3件（0.1％）増加しました。

（島根県女性相談センター調査）

注　女性相談センター等、県の女性相談窓口で受け付けた件数である。

（件）
全相談件数

面接 面接のうちDV
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4．個人の人権関係

図22　ドメスティック・バイオレンスの経験

ドメスティック・バイオレンスの経験については、直接自分が経験したことがある人に自分の
まわりに経験した人がいるを加えると25.0％に上っています。

（島根県：平成21年「男女共同参画に関する県民の意識・実態調査」）
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図25　一時保護件数

一時保護の約 7割がDVによるものとなっています。

（島根県女性相談センター調査）
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図24　女性相談の主訴別相談状況（平成24年度）

平成24年度にあった相談内容を主訴別に見ると、夫等その他（19.8％）が最も多く、夫等からの
暴力（13.7％）や離婚問題（12.6％）等を合わせ夫婦間の問題が全体の46.6％を占める状況です。

（島根県女性相談センター調査）
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基本目標Ⅰ　男女共同参画社会づくりに向けた慣行の見直しと意識の改革
重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

重点目標１　地域における慣行の見直しと意識の改革

（1）全県的な広がりを持った広報・啓発活動の展開

●男女共同参画の理解促進事業

　①�男性のためのブラッシュアップセミナー（２市町　８回、受講者70名（の

べ172名））

　②職場で学ぶライフマネジメント講座（５社・団体、受講者357名）

　③学生向けライフデザイン支援講座（４ヵ所　４回、受講者約790名）

　④企業、団体役員セミナー（約70名参加）

　⑤男女共同参画お届け講座（３市町　５回、受講者のべ294名）

　⑥市町村、団体等の男女共同参画に関する相談対応（相談件数：35件）

2,915 環境生活総務課

●６月の男女共同参画推進月間を中心に、新聞等で啓発 ―

●関係団体との連携による男女共同参画推進事業

　・「男女共同参画社会形成促進会議」の開催により、情報交換・意見交換を実施

　　構成団体：50団体（行政13、関係団体14、女性団体13、学識・マスコミ10）

246

●企業・団体等における理解と取組の促進

　・講演会、研修の開催　【再掲】

　　企業、団体役員セミナー（約70名参加）

174

●企業トップセミナーの開催

　・��仕事と生活の調和の推進を図るための職場環境づくりや男女共同参画の推進

を目的としたトップセミナーを開催。

　　　テーマ：「ワーク・ライフ・バランス」

　　　開催日：平成25年２月８日（金）

　　　対象者：県内の事業主、人事労務担当者

　　　参加者：約100名

42 雇用政策課

（2）男性や若者にとっての男女共同参画の推進

●男女共同参画の理解促進事業【再掲】

　①��男性のためのブラッシュアップセミナー（２市町　８回、受講者70名（の

べ172名））

　②職場で学ぶライフマネジメント講座（５社・団体、受講者357名）

　③学生向けライフデザイン支援講座（４ヵ所　４回、受講者約790名）

1,908 環境生活総務課

●若年層への予防啓発

　・��「デートDV予防教育プログラム」普及推進のため各学校の教職員研修（５

校）、各種教職員研修会（11研修）及び協力校での模擬授業（４校）を実施

した。

　・��「デートDV予防教育プログラム」を制作し、県内の全中学校・高校・特別支

援学校及び市町村・関係機関に配布した。

9,275 青少年家庭課

●教員に対してＤＶに対する理解と指導力を高めるための啓発

　��中学校・高等学校の生徒指導主事や養護教諭を対象とした各種研修会でＤＶや

デートＤＶについての対応等のチラシを配布し周知した。

― 教育庁

義務教育課

（3）男女共同参画に関する情報の収集・提供

●��県、市町村の男女共同参画関連施策や女性の政策・方針決定過程への参画状況

を調査し、年次報告として公表（年１回）

231 環境生活総務課

●書籍・映像資料の収集

　①男女共同参画センター情報ライブラリー用書籍330点、映像資料11本を購入

1,346

●女性の参画促進・人材育成事業

　①��審議会等への女性参画を推進するため、審議会委員任命における事前確認の

実施

　②女性人材リストの整備、情報提供

―
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平成24年度施策の実施状況



重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

重点目標２　男女共同参画に関する教育・学習の推進

（1）学校教育などにおける男女共同参画に関する教育の推進

●保育所職員育児支援専門研修

　��保育所職員に対し専門知識の習得・保育技術の向上や子育て相談技術の向上を

目的とした研修を行った。

　　①障がい児保育推進研修

　　②保育士現任研修（中堅コース）

　　③乳児保育研修

　　④子育て支援センター担当者研修

　　⑤保育所指導的職員研修

　を県東西部でそれぞれ１回ずつ開催した。

1,592 青少年家庭課

●��幼稚園新規採用教員研修を実施。幼児期から男女共同参画の視点に立った指導

を行うよう努めた。

　　幼稚園新規採用教員研修

　　・期間16日間（園内８日　園外８日）　参加者14名

― 教育庁

義務教育課

●��人権の視点から男女共同参画に関する教育の充実を図るため資料を収集し、人

権・同和教育に係る各種研修講座やＨＰ上において情報提供を行った。また、

人権･同和教育推進状況調査で、人権課題「女性」に関する取組の状況につい

て実態把握を行った。

― 教育庁

人権同和教育課

●��平成16年度から私立学校へ動機付けを図るという観点から、私立学校振興費

補助金の配分基準を見直し、人権・同和教育推進経費へ政策的経費配分を行っ

た。

― 総務課

●��小学校家庭科教育講座、中学校・高等学校家庭科教育講座、中学校免許外教科

担任・非常勤講師実技教科教育講座（家庭科分野）を実施。家庭科教育の充実

に努めた｡

　・のべ日数３日間　受講者65名

― 教育庁

高校教育課

義務教育課

●管理職研修会において指導。男女共同参画に関する理解の促進に努めた。 ― 教育庁

義務教育課

（2）家庭・地域における男女共同参画に関する教育の推進

●社会教育指導者への研修の充実事業

　��幼･小･中･高･特別支援学校ＰＴＡ役員等が､学校と家庭、地域社会を結ぶ要と

して重要な役割を担っていることを再認識し、今ＰＴＡに求められているもの

は何なのか参加者全員で考える研修会を実施した。

　　内容：つなぐ　つながるＰＴＡ活動

　　　　　島根県ＰＴＡ指導者合同研修会

　　　　　実施時期：平成24年12月１日（土）

　　　　　会　　場：島根県立大学浜田キャンパス　コンベンションホール

　　　　　対 象 者：幼・小・中・高・特ＰＴＡ連合会の指導者173名

220 教育庁

社会教育課

●島根県連合婦人会事業費補助金

　��女性の社会教育団体として､積極的に男女共同参画社会の実現に取り組んでい

る島根県連合婦人会の活動を支援するため､実践活動研究集会への補助を実施

した。

　　第53回島根県婦人会実践活動研究集会

　　テーマ「温故知新　～婦人会活動にかける思い～」

　　実施時期：平成24年11月８日（木）

　　会　　場：江津市総合市民センター

　　対　象　者：島根県連合婦人会会員646名

200

●人権・同和教育地域中核指導者養成講座

　��地域において人権・同和問題啓発についての講座、研修、学習等に対応できる

実践的な中核指導者の養成を図ることを目的としたこの講座で、受講者の講話

作りのグルーピングを　①同和問題　②その他の人権課題　の２つに分けた。

昨年度のように「女性の人権」をグループ編成のテーマとはしなかったが、参

加者10人中２人が男女共同参画を中心に据えた講話作りに取り組んだ。また、

他２人も人権課題として女性の人権を取り扱うなどの取組が見られた。

79 人権同和対策課
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基本目標Ⅱ　政策・方針決定過程への男女共同参画の推進
重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

重点目標３　県の政策・方針決定過程への女性の参画推進と市町村、企業、団体等における取組の促進

（1）県の政策・方針決定過程への女性の参画推進

●��県行政の施策･方針決定過程への女性の参画を進めるため、「島根県人材育成基

本方針」に基づき、女性職員の育成に努め、積極的に登用した。

　��また、女性職員が様々な職務等の経験をできるようキャリア形成の機会を積極

的に提供した。

　・平成25年度の課長級以上の女性職員の割合

　　5.8％（病院･教育･警察職員を除く）

― 人事課

●女性の参画促進・人材育成事業

　①��審議会等への女性参画を推進するため、審議会委員任命における事前確認の

実施

　②女性人材リストの整備、情報提供

― 環境生活総務課

（2）市町村、企業、団体等における取組の促進

●市町村における女性職員の登用促進

　��市町村における女性職員の登用、職域拡大及び能力開発を推進するため、情報

提供を行った。

― 環境生活総務課

●市町村への男女共同参画推進取組支援

　①市町村担当者研修の開催（３ヵ所�３回、のべ29名参加）

　　※男女共同参画推進員養成研修と合同で開催

　②市町村、団体等の男女共同参画に関する相談対応（相談件数：35件）【再掲】

　③��県、市町村の男女共同参画関連施策や女性の政策・方針決定過程への参画状

況を調査し、年次報告として公表（年１回）【再掲】

　④女性人材リストの整備、情報提供【再掲】

308�

●関係団体との連携による男女共同参画推進事業

　・��「男女共同参画社会形成促進会議」の開催により、情報交換・意見交換を実施

　　構成団体：50団体（行政13、関係団体14、女性団体13、学識・マスコミ10）

246�

− 25 −



基本目標Ⅲ　家庭、職場、地域における男女共同参画の推進
重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

重点目標４　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

（1）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の理解促進と定着

●県民、企業、団体への意識啓発

　①ホームページ等による情報提供

　②職場で学ぶライフマネジメント講座（５社・団体、受講者357名）　【再掲】

　③企業、団体役員セミナー（約70名参加）【再掲】

787 環境生活総務課

●広報誌「しまねの労働」、県ホームページ等において、普及・啓発を図った。

　・広報誌「しまねの労働」

　　発　行　年４回　各1,650部発行

　　配布先　一般企業、組合等

461 雇用政策課

●ワーク・ライフ・バランス推進啓発

　リーフレットを作成し、普及・啓発を図った。

　発行部数　5,000部

　配布先　　一般企業、組合等

192

●働き方の見直し促進事業

　��労働関係法全般について専門的な知識を要する諸問題等への相談や豊かなラ

イフスタイル創造を促す情報提供を行った。

　　委託先：島根県中小企業団体中央会

　　アドバイザー派遣先：20事業所

867

●労働相談員の配置

　・相談人数　48人（のべ件数55件）

1,072

●しまね子育て応援企業（こっころカンパニー）認定制度

　��子育て支援（仕事と家庭の両立支援）に積極的に取り組む企業を「こっころカ

ンパニー」に認定するとともに、優れた取組を顕彰した。

　＊認定企業：226社

　＊表彰企業：� � 3社

590 青少年家庭課

●��しまね子育て応援企業認定要綱に基づき認定された企業は、中小企業制度融資

の『人にやさしい環境整備支援資金』の融資対象者として、一般融資に比べ融

資利率等を優遇した。（平成24年度は融資実績なし）

― 中小企業課

●��平成25・26年度島根県建設工事入札参加資格の認定作業を平成24年度に実施

し、土木一式工事又は建築一式工事の格付に伴い、「こっころカンパニー」の

認定を受けている業者には加点を行い優遇した。結果として以下のとおりとな

った。

　��土木一式又は建築一式工事の認定業者784社、うち、加点を受けた業者129社

― 土木総務課

（2）多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援

●しまね子育て応援企業（こっころカンパニー）認定制度[再掲]

　��子育て支援（仕事と家庭の両立支援）に積極的に取り組む企業を「こっころカ

ンパニー」に認定するとともに、優れた取組を顕彰した。

　＊認定企業：226社　

　＊表彰企業：� � 3社

590 青少年家庭課

●育児休業者の生活資金貸付

　��育児休業者や介護休業者の生活の安定を図るとともに、制度の利用促進、定着

を進めるために、金融機関と提携し、低利の貸付制度を設けた。

　　金融機関への預託額：350,000千円　　

　　※貸付実績１件：1,000千円

― 雇用政策課

●��「子育てしやすい職場づくり計画」に基づき、引き続き、母性保護、子育て支

援の観点で設けられている諸制度の周知を図り、休暇等の取得促進に努めた。

　�なお、平成24年度の男性職員の育児休業等取得率は36％であった。（知事部局

のみ）

― 人事課

●特別保育事業

　特定保育、休日保育等の多様な保育サービスの推進を図った。

　＊��事業内容：特定保育事業、休日・夜間保育事業、病児・病後児保育事業、待

機児童解消促進等事業、保育環境改善等事業、延長保育事業

788,145 青少年家庭課
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

●放課後児童健全育成事業

　��共働き等で昼間保護者のいない家庭の小学校低学年の児童に対し児童館・保育

所・学校の空室等で指導・遊び等により発達の助長に係るサービスを行い、児

童の健全育成を図った。

　　事業主体：市町村等

　　対　　象：主として小学校１～３年生

408,936 青少年家庭課

●しまねすくすく保育支援事業

　��市町村が主体的、柔軟かつ効果的に子育て支援事業を実施することにより「し

まねっ子すくすくプラン」の着実な推進を図った。

　＊事業内容：市町村が行うメニュー事業の実施状況に応じて交付金を配分

　［メニュー］

　　①県単一時保育事業

　　②県単休日保育事業

　　③障がい児等保育対策事業

　　④民間保育所運営対策事業

　　⑤認可外保育施設入所児童処遇改善事業

　　⑥県単地域子育て支援センター事業

　　⑦放課後児童健全育成事業

　　⑧非常災害等に対する防災対策事業

　　⑨児童の健康・安全のための活動推進事業

76,812

●児童扶養手当支給事業

　��父または母と生計を同じくしていない児童の母等に児童扶養手当を支給し､児

童の福祉の増進を図った。

　　①対象者：法に定める支給要件に該当する児童の母､父、養育者

　　②手当額：児童１人目41,430～9,780円、２人目5,000円、３人目以降3,000円

　＊県内受給者数：5,691人（福祉行政報告例第61表　平成25年3月末日現在）

―

●母子福祉資金貸付事業

　��配偶者が無く児童を扶養している女子に資金を貸付けることにより、経済的自

立の助成と生活意欲の助長を図った。

　＊貸付実績　933件　433,932千円

433,932

●寡婦福祉資金貸付事業

　��寡婦に対して資金を貸付けることにより、経済的自立の助成と生活意欲の助長

を図った。

　＊貸付実績　　18件　10,820千円

10,820

●母子福祉センター運営事業

　母子福祉センターに指導員を配置し母子家庭及び寡婦からの各種相談に応じた。

　��併設の母子家庭等就業・自立支援センターには就業相談員を配置して就業相

談、無料職業紹介、就業支援講習会開催等を実施するとともに、養育費相談員を

配置して養育費に関する相談を行い、もって母子家庭等の自立助長を図った。

　＊活動実績

　　①就業相談　469件

　　②職業紹介　241件

　　③就業支援講習会等

　　　パソコン講習会　　　３回（27人受講）

　　　就業支援セミナー　　２回（26人受講）

　　④養育費相談　20件

7,007

●ひとり親家庭生活支援講習会事業　

　��母子家庭等を対象として、養育費の取得・児童のしつけ･育児･健康管理等の生

活支援講習会を県内各地で開催した。

　＊開催実績　12回（219人参加）

234

●母子家庭等日常生活支援事業　

　��母子家庭の母等が、修学等の自立促進に必要な事由や疾病等の社会的な事由に

より、一時的に介護､保育等のサービスが必要な世帯等に家庭生活支援員を派

遣するなど、その生活を支援し、生活の安定を図った。

　＊派遣実績　26回（のべ30日）

245
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

●ひとり親家庭法律相談事業

　��母子家庭等を対象として、養育費の取得・金銭問題等について弁護士による法

律相談を無料で実施した。

　＊相談実績　　５回（７人）

179 青少年家庭課

●母子自立支援員の配置

　��母子・父子家庭や寡婦からの相談に応じ、その自立に必要な指導を行うととも

に、求職活動等の支援を行った。

　＊設置場所：市町村福祉事務所

　＊人数：27人

　＊相談実績：3,938件

―

●母子家庭自立支援教育訓練給付事業

　��母子家庭の母への給付金の支給により、就業・自立に有効な能力開発の取組を

支援した。

　（1）事業内容：��母子家庭の母が職業能力開発のための講座を受講した場合、教

育訓練終了後に給付金を支給する。

　（2）対象講座：��①雇用保険制度の教育訓練給付の指定講座�

②知事等が別に指定する講座

　（3）支 給 額：受講経費の２割（上限10万円、下限４千円）

　＊県内給付実績：３人

97

●母子家庭高等技能訓練促進給付金事業

　高等技能訓練促進費及び入学支援修了一時金

　（1）事業内容：��母子家庭の母が専門的な資格養成機関で２年以上修業する場合

に、一定期間給付金を支給する。また養成機関への入学時に

おける負担を考慮し入学支援修了一時金を修了後に支給する。

これら給付により生活費の負担を軽減する。

　（2）対象資格：��看護師・介護福祉士・保育士・理学療法士・作業療法士、その

他知事等が指定する資格

　（3）支給対象期間：��高等技能訓練促進費修業期間の全期間（上限３年間）

（H21.6.5～H25.3.31までに修業している者に限る）

　（4）支 給 額：��高等技能訓練促進費　月額　100,000円または70,500円�

入学支援修了一時金　月額　50,000円または25,000円

　　　（いずれも市町村民税の課税の状況による）

　＊県内給付実績：55人

55,810

●介護サービス情報の公表事業

　��介護サービス利用者の選択を実現するため、各事業所の提供サービスが比較検

討できるよう情報公表制度を実施するとともに、その定着を図った。

　　○対象事業所：前年度報酬実績100万円超

2,069 高齢者福祉課

●地域支援事業

　��要介護状態になる前の高齢者への介護予防、高齢者の総合相談、相談支援を推

進するため、介護保険者に対し地域支援事業交付金を交付した。

　〔内訳〕��介護予防事業　　83,664千円�

包括的支援事業及び任意事業　　199,856千円

283,520

●介護保険サービス充実強化事業

　��社会全体で介護を支援する介護保険制度の円滑な運営を図るためには、多様な

介護ニーズに対応した介護サービスの充実が重要であり、介護支援専門員や介

護サービス従事者の養成や資質向上に向けた研修事業等を実施した。

　※事業主体　県

　※事業内容

　　①認知症研修

　　　・介護従事者向け認知症研修

　　　・認知症介護指導者養成研修

　　②ケアマネジャー総合支援事業

　　　・介護支援専門員実務研修

　　　・　〃　　　現任研修

　　　・　〃　　　更新研修

　　　・主任介護支援専門員研修

32,733
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

（3）男女に均等な雇用環境の整備と能力開発

●働き方の見直し促進事業【再掲】

　��労働関係法全般について専門的な知識を要する諸問題等への相談や豊かなラ

イフスタイル創造を促す情報提供を行った。

　　委託先：島根県中小企業団体中央会

　　アドバイザー派遣先：20事業所

867 雇用政策課

●労働相談員の配置【再掲】

　・相談人数　48人（のべ件数55件）

1,072

●��広報誌「しまねの労働」、県ホームページ等において、普及・啓発を図った。

【再掲】

　・広報誌「しまねの労働」

　　発　行　年４回　各1,650部発行

　　配布先　一般企業、組合等

461

●ワーク・ライフ・バランス推進啓発

　リーフレットを作成し、普及・啓発を図った。

　発　行　年４回　各1,650部

　配布先　一般企業、組合等

192

●緊急再就職訓練

　��民間機関を活用した高度、多様な職業能力開発機会の提供を通じ、離職者の早

期再就職促進を図った。

　　69コース　979人

288,429

重点目標５　農林水産業における男女共同参画の促進

（1）政策・方針決定過程への女性の参画の促進

●��農業改良普及事業の中で、新規就農者の営農開始時等に農業経営の確立のため

の家族経営協定締結等を推進した。

― 農業経営課

●��多くの女性が農業委員に登用されるよう、島根県農業会議と連携し各市町村農

業委員会に働きかけを行った。

―

●��漁村における女性の自主的活動の助長を図るとともに、各地の活動成果につい

て情報発信を行った。

― 水産課

（2）女性の経済的地位向上の促進

●��農業改良普及事業の中で、新規就農者の営農開始時等に農業経営の確立のため

の家族経営協定締結等を推進した。【再掲】

― 農業経営課

●��しまね女性農業者ネットワーク（３Ｃの会）、しまね畜産女性ネットワークに

対して、それぞれの会の活動推進に向けた情報提供を行うとともに、個々の資

質向上を目的に各種研修会への参加誘導を図った。

―

●��林業研究グループリーダー研修に多くの女性が参画するよう働きかけ、リーダ

ーとしての資質向上を図った。

300 林業課

●婦人高齢者活動資金貸付金

　��婦人または高齢者であって沿岸漁業の従事者またはその家族である者に対し、

水産動植物の採捕、養殖、加工等の生産活動に必要な機器等設置または生産活

動に必要な資金について貸付制度を設けた。

　※貸付限度額：１団体80万円　　　

　　貸付実績なし

0 水産課

●商工団体において実施する資質向上研修等に対して支援を行った。

　・島根県商工会議所女性会連合会資質向上研修

　　　日　時：平成24年６月12日、場所：出雲市、出席者57人

　　　テーマ：県内で活躍している女性の講演

　・島根県商工会女性部連合会経営セミナー

　　　日　時：平成24年11月12日・12月５日

　　　場　所：松江市、出席者284人

　　　テーマ：魅力的な商工会女性部・これからの女性経営者、女性部のリーダー

1,107 中小企業課
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

重点目標６　地域における男女共同参画の推進とだれもが安心して暮らせる環境の整備

（1）地域における男女共同参画の推進

●男女共同参画推進員の養成

　①研修の開催（３ヶ所　３回、のべ86名参加）

　　※市町村担当者研修と合同で開催

　②地域での意見交換会（５ヶ所）

　③男女共同参画に関する相談対応

662 環境生活総務課

●しまね女性ファンドによる女性グループへの支援

　・採択件数：32件

9,260

（採択額）

●しまねナイスパートナー事業

　��男女共同参画の趣旨に従って、地域づくり活動を積極的に行っておられるご夫

婦を選定し、地域活動の取組の参考事例として紹介するとともに、地域づくり

のアドバイスをいただいた。

　　・選定者：２組

144 地域政策課

●しまね田舎ツーリズム推進事業

　都市と農山漁村の共生を推進する取組を行政・地域の男女が協働して推進。

　・民間の立ち上がり支援と相談窓口（田舎ツーリズムコーディネーターの配置）

　・農山漁村民泊の水準維持のための研修会実施

　・田舎ツーリズムの全国発信

　・実践者任意団体への研修会開催費の助成（１件）

6,305 しまね暮らし

推進課

●県民との協働を進めＮＰＯ活動を活性化する事業 環境生活総務課

（１）活動団体の自立促進と活性化事業　　　　　　　　

　　��ボランティア活動をはじめとする県民の様々な社会貢献活動への参加しや

すい環境をつくるため、しまね県民活動支援センター（ふるさと島根定住財

団）において実施

　　①情報誌「しまねいきいきねっと」の発行

　　　（月１回　各2,000部発行）

　　②��「県民活動応援サイト島根いきいき広場」・「しまね地域ポータルサイトだ

んだん」の運営による情報支援

　　③研修・専門相談の実施

　　　・ＮＰＯ実務者研修　（155名受講）

　　　・ＮＰＯマネジメント支援研修　（40名受講）

　　　・専門相談員による相談業務　（相談件数18件）

13,386

（２）県民との協働のための環境づくり事業

　　協働の正しい理解と認識を深めることを目的とした研修等の実施

　　①協働環境醸成講座　（81名受講）

　　②協働推進員研修（１回開催）

　　③島根県県民いきいき活動促進委員会の開催（年３回開催）

1,254

●ＮＰＯ活動総合支援事業

（１）しまね社会貢献基金事業

　　��社会貢献活動の充実と協働の促進を図り、ＮＰＯ等活動団体支援のため、し

まね社会貢献基金を活用した助成事業等を実施

　　①団体支援助成事業

　　　しまね社会貢献基金登録団体が企画・実施する事業への助成

　　　　採択件数：８件

　　②協働助成事業

　　　しまね社会貢献基金登録団体が企画・実施する事業への助成

　　　・しまね協働実践事業　採択件数：３件

　　③県民活動顕彰事業　

　　　��ボランティア団体、ＮＰＯ、企業が行う県民いきいき活動のうち、特に先

駆的なもの、地域貢献度の高いものなどの顕彰を実施

　　　　表彰団体：８団体

10,104
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

（２）新しい公共支援事業

　　��資金調達、人材確保等ＮＰＯ等の活動基盤を強化し、協働の力で地域課題へ

対応することにより、社会全般で新しい公共を創造するため、モデル事業及

び活動基盤整備支援事業を実施。

　　①新しい公共の場づくりのためのモデル事業　採択件数：８件

　　②ＮＰＯ等の活動基盤整備のための支援事業

　　　・ＮＰＯ法人会計基準普及講座　（113名受講）　　　

　　　・ＮＰＯの活動基盤整備のための支援講座　（170名受講）

　　　・新しい公共を創造する連携フォーラム　（1800名参加）

　　　・ＮＰＯ法人会計基準訪問相談　（相談件数：２件）

　　　・認定及び仮認定ＮＰＯ法人訪問相談　（相談件数：３件）

　　　・寄附等に関する研究会設置　（開催回数：８回）

79,488 環境生活総務課

（３）ＮＰＯ活動支援低利融資制度

　　��資金調達が課題となっているＮＰＯ法人の活動を支援するため、金融機関と

協調し預託する方法で低金利融資を実施

　　・金融機関への預託額：30,000千円

　　・貸付実績：１件

―

●県ボランティアセンター事業

　��地域の相互扶助機能が弱体化し、ボランティアによる福祉活動がますます重要

になっていることから、人材の養成を図りながら、県民のボランティア活動へ

の参加の促進を図った。

　［県ボランティアセンター事業］

　　＊実施主体　県社会福祉協議会（負担　国１／２、県１／２）

　　＊事業内容

　　　①福祉教育推進事業

　　　②ボランティアコーディネータースキルアップ研修の実施

　　　③災害ボランティアセンター設置訓練事業

　　　④県民活動応援サイト等による情報の提供

7,576 地域福祉課

●県地域防災計画の加筆修正

　Ｈ24年度　修正あり　（女性の視点への配慮などを追加）

― 消防防災課

●��市町村地域防災計画の修正協議において、引き続き男女の違いに配慮した防災

対策（避難所における女性への配慮等）について記載を求めた。

―

●自主防災リーダー研修

　防災・減災と男女共同参画について普及啓発に努めた。

　・講師：（特・活）ＮＰＯ政策研究所　相川康子専務理事

　・開催場所：サンレイク

　・講演会参加人数：88名

―

（2）だれもが安心して暮らせる環境の整備

●生涯現役社会づくり推進事業

　��「しまね高齢社会振興ビジョン21」の基本理念である「生涯現役社会・しまね

の実現」を図るために、新たな高齢社会づくりに向けた施策展開の前提条件と

して、意識啓発と情報提供・情報発信に取り組んだ。

　＊事業内容

　　（1）生涯現役社会づくり啓発の展開

　　（2）各種広報媒体による情報提供・発信（県政広報活用等）

　　（3）ホームページ「しまねの高齢者福祉」の運用

　＊実施主体：県

418 高齢者福祉課
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

●新たな共助の仕組みづくり推進事業

　��少子高齢社会に見合った持続可能なシステムを新たに構築するため、地域活動

を支える高齢者の育成を図るなど、元気な高齢者が支える側に立って活動する

ような意識改革を促し、元気な高齢者が地域社会の担い手となって活躍する

「新たな共助の仕組みづくり」を推進した。

　＊実施主体：島根県社会福祉協議会

　＊事業内容

　　（１）健康福祉祭

　　　　健康福祉祭の実施・全国健康福祉祭への派遣、シルバースポーツ大会、

　　　　文化交流大会、シルバー美術展

　　（２）高齢者大学校

　　　　シマネスクくにびき学園

　＊実施主体：島根県老人クラブ連合会

　＊事業内容

　　（１）健康づくり支援事業

　　（２）お達者度チェック・認定制度普及事業

82,834 高齢者福祉課

●「しまねいきいきファンド」による社会活動支援事業

　��中高年齢者が行う健康・生きがいづくり活動及び中高年齢者を含む地域住民が

行う地域活動に助成することにより、活力ある地域社会づくりの促進を図っ

た。（しまね長寿社会振興基金）

　＊実施主体：島根県社会福祉協議会

　＊事業内容

（１）夢ファクトリー事業

　　��中高年齢者が培ってきた知識、経験、技術等を活かして、生産、加工及びサ

ービス提供を行い、成果物やサービスの対価をもって継続を図るとともに事

業活動を通して地域づくりに寄与することのできる事業

17,731

（２）地域活動支援事業

　　��中高年齢者が独自でまたは中高年齢者が地域住民と協働して、地域での社会

参画活動やボランティア活動等を行い、地域づくりや地域での支えあい活動

の推進に寄与し、継続が可能と思われる事業

　　　①文化伝承活動、世代間交流活動を通しての地域づくり事業

　　　②地域（福祉）活動リーダーの確保・養成事業

　　　③地域福祉型福祉サービス等の拠点確保及び開発実践事業

　　　④地域の子育て支援事業

　　　⑤高齢者の健康づくり･介護予防支援事業

　　　⑥障がい者の地域での自立生活支援事業

　　　⑦ボランティア活動支援事業

　　　⑧その他事業目的に沿った事業

　　　＊事業実施期間　　　４月１日～翌年３月31日

4,320

●高齢者の安全まちづくり活動参加の促進

　��各地域の高齢者に対して、子ども見守り隊（声かけ活動、青色防犯パトロール

活動など）や子ども１１０番の家などの防犯ボランティア活動への参加・協力

を依頼するなど、地域で実施する安全で安心なまちづくり活動に対する高齢者

の参加を促進した。

　��高齢者が参加する防犯ボランティア活動の活性化を図るため、各地域で防犯ボ

ランティア団体を対象とした研修会を開催した。

― 警察本部

生活安全企画課

●高齢者が安心して暮らせる社会の実現

　��高齢者を振り込め詐欺を始めとした犯罪被害から守るため、高齢者宅への巡回

による個別的・直接的な防犯指導を実施するとともに、「高齢者おうえん教室」

と称した防犯講習会、公民館長や防犯ボランティアと連携した高齢者の保護活

動を実施するなど、高齢者が安心して暮らせる社会の実現に向けた取組を推進

した。

　��高齢者向けに製作した啓発グッズを活用し、街頭におけるキャンペーン活動や

防犯指導を実施した。

―
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

●障がい児等療育支援事業

　��在宅心身障がい児等の地域における生活を支えるため、身近な地域で療育指

導・相談等が受けられる療育機能の充実を図った。

　・H24：社会福祉法人に委託（９施設）

15,505 障がい福祉課

●精神障がい者社会復帰施設運営事業

　H24年度から法定の障がい福祉サービスに移行

0

●在宅心身障がい援護事業

　��各地域における心身障がい児（者）の療育体制の充実と受け皿の整備を図るた

めに、在宅の心身障がい児（者）を対象とする以下の支援を行った。

　（１）重症心身障がい児（者）巡回等療育支援事業

　　　��Ｈ24から法定サービスへ移行した在宅重症心身障がい児（者）の通園事

業につい��て、巡回･送迎にかかる経費の一部を助成した。

　　　H24：社会福祉法人に補助（３施設）

　（２）重症心身障がい児（者）サービス基盤整備事業

　　　��在宅重症心身障がい児（者）の在宅生活支援のため、看護職等を加配し

て、ショートステイ及びデイサービス等を実施する事業所に対して経費の

一部を助成した。

　　　H24：��ショートステイ（５施設）�

デイサービス（16施設）

47,007

●特別児童扶養手当の支給

　��障がい児の福祉の増進に寄与することを目的とし、在宅障がい児の監護・養育

者に対する手当を支給した。

4,664

（手当は

国給付の

ため、手当

額は含ん

でいない）

●ケアホーム・グループホーム整備事業

　��自立のための生活の場を確保するため、ケアホーム・グループホームの整備を

行った。

192,658

●障害者就労支援センター事業

　��就業及びそれに伴う日常生活、社会生活上の支援を行い、障がい者の職業生活

における自立を図るため、国の制度による障害者就業・生活支援センター未設

置圏域に、県単独事業で障害者就労支援センターを設置した。

4,175

●島根県子ども発達支援事業費補助金

　��市町村が実施する、在宅の障がい児及びその家族のニーズや地域の実情に応じ

たきめ細かな事業に対して補助した。

　（1）障がい児ミニ療育事業　（10市町）

　（2）家族支援事業　（３市町）

10,080

●発達障がい者支援体制整備事業

　��自閉症などの発達障がい者の相談・支援のため、発達障がい者支援センターを

県東部・西部に各１ヵ所設置するほか、発達障がい者に対する理解を促進する

ため、啓発・研修等を行った。

　　H24：��発達障がい者支援フォーラム（308名）�

研修会等（1,580名）

61,496

●しまね多文化共生推進事業

　��県内における多文化共生社会を推進するために、外国人住民への各種支援事業

を実施した。

　【実施内容】

　　①多言語対応による相談員、ケースワーカーの配置

　　②日本語教室の運営支援

　　③多文化共生ボランティアの育成（在住外国人リーダー、災害時サポーター）

　　④在住外国人支援拠点機能の強化

　　　※委託先：（公財）しまね国際センター

　　⑤公民館によるモデル事業（地域力醸成プログラム[国際枠]）の実施

8,312 文化国際課
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基本目標Ⅳ　個人の尊厳の確立
重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

重点目標７　女性に対するあらゆる暴力の根絶

（1）配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護などの推進

●普及啓発活動
　��「女性に対する暴力をなくす運動」期間（毎年11/12～11/25）　に啓発活動を
実施することにより、女性に対する暴力根絶の社会的気運を醸成するとともに
女性相談窓口の周知を図った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　＊活動内容：��関係機関と協力し、県内12箇所において一斉街頭活動を実施。
　　各警察署において、懸垂幕等を掲示。公用車に啓発用マグネットシート貼付。
　　ラジオ・新聞広報、県庁前電光掲示板による広報、のぼり旗掲示。

1,082 青少年家庭課

●教員に対してＤＶに対する理解と指導力を高めるための啓発　【再掲】
　��中学校・高等学校の生徒指導主事や養護教諭を対象とした各種研修会でＤＶや
デートＤＶについての対応等のチラシを配布し周知した。

― 教育庁
義務教育課

●女性相談事業
　女性の各般にわたる相談に応じ、女性が安心して暮らせる環境の整備を図った。
　＊事業内容：女性相談センター及び児童相談所における女性相談の実施
　＊H24年度相談件数：4,171件

41,409
　
青少年家庭課

●広報活動
　①チラシ10,000枚作成配布

66 警察本部
生活安全企画課

●ＤＶ関係相談担当者意見交換会を県下５地区で開催
　　　　

60

●警察安全相談体制の整備
　①全警察署に警察安全相談担当者を配置
　②非常勤嘱託職員の警察安全相談員を配置
　　＊警察相談センター及び４警察署（松江・出雲・浜田・益田）　計８名

17,745
　

●警察安全相談担当者に対する教養
　��警察相談担当者会議の開催（平成24年４月12日　12名、平成25年３月25日　
12名）
　＊県下12警察署の警察安全相談係長を対象に開催

148

●ＤＶ被害者等保護事業
　��夫等から保護が必要な女性及び同伴家族を一時保護し、問題解決に向けて援助
を行った。
　　H24年度一時保護件数　45件　
●ステップハウス提供事業
　��ＤＶ被害者が自立できるまでの一時的住居として、ステップハウスを提供した。
　　H24年度利用実績　３世帯
●ＤＶ被害者自立支援金貸付制度
　ＤＶ被害者の一時保護所退所後の当面の生活資金として貸付を行う。
　　H24年度利用実績なし

21,601
　
青少年家庭課

●配偶者暴力相談活動
　��配偶者暴力に係る被害者の相談に対する指導・助言を行うとともに、行為者に
対する指導・警告・説得等を行い、女性に対する暴力の発生を防ぐ環境づくり
を推進
　＊事業内容：配偶者暴力に係る被害者の相談に対する指導・助言を実施
　＊実施主体：警察本部、警察署
　＊事業実施期間：通年

― 警察本部
少年女性対策課

（2）性犯罪等への対策の推進

●女性を犯罪被害から守るための対策
　��各種犯罪から女性を守るため「『子ども・女性』安全・安心しまねアクション
プラン」に基づき、関係機関・団体や防犯ボランティアとの連携を密にした女
性の犯罪被害防止対策を推進した。
　①女性の自主防犯意識を高める活動
　　＊��高校や専門学校などにおいて、犯罪被害防止のための防犯ＤＶＤやテキス

トブックを活用した防犯講習会や護身術教養を開催
　　＊全ての小中高校において犯罪被害防止教室を開催
　　＊��みこぴー安全メールで女性の安全安心に関する情報を発信するとともに、

ツイッターによる情報発信を開始

― 警察本部
生活安全企画課
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

　②女性を犯罪から守るための環境整備
　　＊��「事業者による『子ども・女性』みまもり運動」を県民運動として展開

し、地域を挙げた女性の安全確保対策を強化（参加事業所～約700店舗）
　　＊��自治体や自治会などに対して街頭防犯カメラの設置に関する働き掛けを

行い、各地域に防犯カメラを設置（H25.3末の設置状況～66地区・105台）
　　＊��防犯設備士の資格を有した警察職員によるアパート等の防犯点検を実施

するなど、アパートにおける防犯対策を強化
　③女性を犯罪被害から守るための街頭活動
　　＊��事業者による防犯パトロール活動を実施し、夜間における女性の安全確保

対策を強化
　　＊��青色防犯パトロール隊と連携したパトロール活動を実施するとともに、パ

トロール用品を無償提供するなど、防犯ボランティア団体の支援を実施

警察本部
生活安全企画課

●教養及び研修
　・被害者支援専科　平成24年９月３日～７日　13名
　・各種専科　11専科　のべ160名
　・担当者会議　平成24年７月27日　12名

― 警察本部
広報県民課

●公費負担制度の運用
　・診断書　２件　　　　� 6,720円
　・初診料　４件　　　　38,757円

45

●��適正かつ迅速な犯罪捜査を推進し、集団強姦事件・強制わいせつ事件等を検挙
した。

― 警察本部
捜査第一課

●女性警察官等に対する性犯罪捜査研修会等の開催　年２回開催　延べ60名
　・性犯罪指定捜査員等を対象とした研修会　　　　42名参加
　・刑事任用科生を対象とした教養　　　　　　　　18名参加
　＊事業内容：��被害者への的確な支援を行うため、性犯罪捜査・被害女性の相談

等に携わる捜査員等の研修会を開催した。
　＊実施主体：警察本部、警察署
　＊事業実施期間：通年

―

●性犯罪指定捜査員制度の運用
　＊��事業内容：警察官、少年補導職員の中から、女性職員を中心に、捜査経験者
等適格者を性犯罪指定捜査員として指定し、性犯罪捜査において、被害者か
らの事情聴取、被害届の受理、捜査手続きの説明、病院受診時のつきそい等
の活動を実施した。性犯罪指定捜査員に対し、性犯罪捜査に関する研修等を
実施した。

　＊事業実施主体：警察本部、警察署
　＊事業実施期間：通年

―

●性犯罪被害者の心情に配慮した採証活動
　被害者の心情に配慮した採証活動を行うことにより被害女性の保護を推進
　＊事業内容：��全警察署及び警察本部に配布している性犯罪被害者の証拠資料を

採取する際の器具や着替え等を更新整備した。
　＊整備箇所：警察本部、全警察署
　＊実施主体：警察本部、警察署
　＊事業実施期間：通年

―

●女性相談事業【再掲】
　女性の各般にわたる相談に応じ、女性が安心して暮らせる環境の整備を図った。
　＊事業内容：女性相談センター及び児童相談所における女性相談の実施
　＊H24年度相談件数：4,171件

41,409
　
青少年家庭課

●被害児童の保護活動　
　��児童買春・児童ポルノ禁止法違反や島根県青少年健全育成条例違反の取締りを
行った。併せて事件により心身に影響を受けた被害児童等に対し、少年補導職
員等によるカウンセリングなどの保護活動を行った。
　＊実施主体：警察本部、警察署
　＊事業実施期間：通年

― 警察本部
少年女性対策課

●売春を助長する行為の取締り
　・��売春を助長する風俗事犯の取締を実施し、出雲市内において、中国人による
エステ店を仮装するファッションヘルス（禁止地域営業）を検挙した。

　・��風俗営業等の実態把握及び適正営業指導のため、県内の風俗営業店等に対し
一斉立入り調査を実施した。

― 警察本部
生活環境課
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

●女性相談事業【再掲】

　女性の各般にわたる相談に応じ、女性が安心して暮らせる環境の整備を図った。

　＊事業内容：女性相談センター及び児童相談所における女性相談の実施

　＊H24年度相談件数：4,171件

41,409

　

青少年家庭課

●ＤＶ被害者等保護事業【再掲】

　��夫等から保護が必要な女性及び同伴家族を一時保護し、問題解決に向けて援助

を行った。

　　H24年度一時保護件数　45件　

●ステップハウス提供事業【再掲】

　ＤＶ被害者が自立できるまでの一時的住居として、ステップハウスを提供した。

　　H24年度利用実績　３世帯【再掲】

●ＤＶ被害者自立支援金貸付制度

　ＤＶ被害者の一時保護所退所後の当面の生活資金として貸付を行う。

　　H24年度利用実績なし

21,601

　

●人身取引に関するリーフレット、啓発ポスターの配布

　・��６月中にポスターを、12月中にリーフレットをそれぞれ県下各署に配布し、

人身取引に関する広報啓発、相談業務に役立てた。

― 警察本部

生活環境課

●ストーカー被害110番

　��ストーカー行為等に係る被害者の相談に対する指導・助言を行い、女性に対す

る暴力の発生を防ぐ環境づくりを推進

　＊事業内容：ストーカー行為等に係る被害者の相談に対する指導・助言を実施

　＊実施主体：警察本部

　＊事業実施期間：通年

― 警察本部

少年女性対策課

●ストーカー・ＤＶ被害防止広報・啓発活動

　��ストーカー行為・ＤＶの被害防止に係る広報・啓発を行い、女性に対する暴力

の発生を防ぐ環境づくりを推進

　＊事業内容：��一般向けの広報資料を利用したストーカー規制法、ＤＶ防止法の

概要、被害防止方策及び相談受理に関する広報・啓発を実施

　＊実施主体：警察本部、警察署

　＊事業実施期間：通年

―

（3）セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

●��県職員のセクシュアル・ハラスメント防止対策のためのパンフレット等を活用

し各職場における啓発に努めた。人権同和問題職場研修推進員研修会において

研修を行った。

　��引き続き各所属ごとに相談体制の充実を図るなど未然防止や相談しやすい環

境づくりに努めた。

― 人事課

●��人権同和問題職場研修推進員研修会向けの研修にあわせて、ハラスメント相談

員も受講できるようにした。

　��また、各所属においても職員研修を実施するとともに、相談体制の充実を図る

など未然防止や相談しやすい環境づくりに努めた。

●��県立学校においては、年間３回以上服務規律確保の校内研修を実施している。

そのうち１回はハラスメント防止の内容で実施することとしており、年度末に

実施状況の報告を受けている。

　��また、教育委員会の策定したハラスメントの防止等に関する要綱に基づき、各

学校にハラスメントに関する苦情相談を受ける相談員（男女各１名以上）を配

置し、相談しやすい環境づくりを行った。

― 教育庁

総務課

高校教育課

●��女性が働きやすい職場環境を実現することを目的とした、「女性が働きやすい

職場環境づくり委員会」（女性サポート委員会）を立ち上げ、同委員会による

「女性相談窓口」を設置し、メール等での匿名での相談が受け付けられるよう

にした。

　��また、ハラスメント全般に対する執務資料を作成し、全所属へ配布、全職員が

閲覧可能な状態にしたほか、次長職の職員が出席する会議においてハラスメン

トの防止について教養を行った。

― 警察本部

警務課
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

重点目標８　生涯を通じた男女の健康づくりの推進

（1）思春期・若年期における健康づくり

●��学校におけるエイズ教育・性に関する指導の充実を図るため、県内すべての養
護教諭を対象とする「養護教諭研修」の中で、講義及びグループ研修を行った。
　・対 象 者：県内すべての養護教諭及び養護助教諭
　・受講人数：４カ所　計411名

●��「島根県性に関する指導の手引」の普及に努めるとともに「性に関する指導Ｑ
＆Ａ」を作成した。

601 教育庁
保健体育課

●エイズ・性感染症普及啓発事業
　��世界エイズデー（12月１日）における街頭キャンペーンや出張講座を実施し、
正しい知識の普及を図った。

767 薬事衛生課

●性感染症検査事業
　・性感染症検査（エイズ）　　：424件
　・性感染症相談件数（エイズ）：489件

1,263

●薬物乱用防止の広報・啓発活動
　��中学生・高校生・大学生等を中心に、広報・啓発活動を通じて薬物乱用の健康
被害等を訴え、薬物乱用を許さない社会環境の醸成に努めた。
　※事業内容
　　・��警察広報紙をはじめ、自治体・関係機関広報紙及びマスメディアを利用し

た広報・啓発活動を推進した。
　　・��県下の小・中・高等学校372校中全ての学校（実施率100％）において薬

物乱用防止教室を開催、大学1校において同教室を開催した。
　　・��県下市町村における各種イベント開催に合わせて薬物乱用防止広報車を利

用して薬物乱用防止広報を実施した。
　　　※実施主体：警察本部、警察署
　　　※事業実施期間：通年

●薬物乱用防止のための活動状況
　��大麻や覚せい剤、違法ドラッグなど、健康に重大な影響を及ぼす薬物の乱用を
防止するため、若年層を対象に薬物乱用の危険性について広報・啓発活動を実
施した。
　※事業内容（括弧内は事業実施期間）
　　・薬物乱用防止教室　　　19件（通年）
　　・薬物乱用防止相談件数　23件（通年）
　　・ヤング街頭キャンペーン　県内7ヶ所　285人参加（６月23日、24日）
　　・��薬物乱用防止啓発用ポスター募集事業　県下中学校、高等学校　計188点

（通年）
　　・薬物乱用防止指導員研修会　95名参加（２月26日、27日）
　　　※実施主体：薬事衛生課

1,153 警察本部
少年女性対策課
組織犯罪対策課
薬事衛生課

●思春期等相談事業
　思春期等を対象に相談・支援する関係者の資質の向上を図った。
　＊実施主体：県
　＊事業内容：保健所における相談・教育
　　　　　　　・相談件数　３件、思春期保健教室　１回

0 健康推進課

（2）妊娠・出産などに関する健康支援

●妊娠高血圧症候群等療養援護費支給事業
　��妊娠中毒症に罹患している妊産婦が必要な医療を受けるために入院した場合、
その療養に要する費用の一部を支給する。
　＊件数：0件

0 健康推進課

●不妊専門相談センター事業
　��不妊に悩む夫婦に対し、不妊治療に関する知識を有する専門医師・助産師等に
よる電話相談及び面接相談を行い、悩みの解消及び適切な情報提供により自己
決定ができるよう支援した。
　＊実施主体：県
　＊主な事業内容
　　・電 話 相 談：月～金13：00～16：00
　　・メール相談：随時
　　・面 接 相 談：要予約

2,256
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重点

目標

基本

方向
Ｈ24年度施策の実施状況

事業費実績

（千円）
所　管　課

●特定不妊治療費助成事業

　��不妊症のため子どもを持つことができない夫婦に対して治療費が高額である

体外受精及び顕微授精（特定不妊治療）について、その医療費の一部を助成す

ることにより経済的負担の軽減を図った。

　＊実施主体：県

　＊助 成 額：治療１回につき助成上限額15万円

　　　　　　　１年度あたり３回、２年度目以降は年度２回まで

　　　　　　　通算５年間、通算10回助成

　＊助成件数：799件

114,933

　

健康推進課

●「赤ひげバンク」等を活用した県外医師の招へい

　��島根県内の医療機関に興味や関心のある医師に出張面談や地域医療視察ツア

ーを行い希望にマッチする医療機関を紹介した。

　平成24年度は、産婦人科など14人の医師を県内の医療機関に斡旋した。

　【実績】

　　医師招へい数14人、うち産婦人科医1人

　　面談：19人　

　　地域医療視察ツアー参加者：17人

　　※��「赤ひげバンク」とは、県が運営する医師や看護師などの医療従事者の登

録制度。登録者には、機関紙や求人情報などを提供。

●特定診療科医師緊急養成奨学金

　��将来、県内の指定医療機関の特定診療科（産婦人科、小児科等医師が不足する

診療科）に勤務しようとする学生に奨学金を貸与した。

　＊貸与額：3,000千円/年

　＊貸与実績：新規４人、継続０人

　＊返還免除条件：��県内で初期臨床研修を受け、引き続き３年間県内の指定医療

機関の特定診療科で勤務した場合返還免除

12,000 医療政策課

（3）中高年期における健康づくり

●生活習慣病予防対策事業

・��健康的な生活習慣の確立を図るとともに、がん、糖尿病等の生活習慣病を予防

するための協議や普及啓発を行った。

　【事業内容】

　①地域・職域連携健康づくり推進協議会の開催　

　　��働き盛り世代の健康作りを推進するため，検討会を２回開催した。また、メ

ンタルヘルス･がん等のテーマで事業主セミナーを各保健所で実施した。

　②脳卒中対策検討及び脳卒中情報収集活動事業

　　脳卒中の発症情報の収集分析や各保健所で発症予防等の会議の開催。

　③糖尿病対策事業

　　��県糖尿病委員会、糖尿病対策圏域合同委員会・圏域糖尿病対策連絡会を開催

した。

　　島根県糖尿病予防・管理指針の作成した。圏域単位で研修会の開催。

　④たばこ対策推進事業

　　��世界禁煙デー街頭キャンペーン等普及啓発やたばこの煙のない飲食飲食店登

録事業（219店舗）たばこの煙のない理美容店登録事業（104店舗）の実施。

　⑤運動普及事業

　　��[夏休み！早おき、体そう、朝ごはん、歯みがき」チャレンジ事業、まめな

ーカー研修会、ウォーキング大会等圏域の実情に即した取組の実施。

　⑥がん予防対策事業

　　��がん征圧月間における街頭キャンペーンやヘルス＆ビューティフェスタ等

のイベントで、子宮がん、乳がんについての啓発活動を実施した。

　　��がん検診啓発サポーター登録事業（50名）、がん検診啓発協力事業所登録事

業（409事業所）を実施。

　　��乳がん自己検診指導者養成講座を開催し、139人が受講し54人が指導者登録

した。

　　開業医による診療時間外の子宮頸がん検診を実施した。

　⑦特定健康診査・特定保健指導負担金・健康増進事業補助金

　　各事業への補助を行った。

135,044

　

健康推進課
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整理
番号

受付
年月日

申出内容
処理
年月日

処理結果及び施策改善への反映状況

1 H15.3.10

　栄養士の資格を取ったり保育士に
なりたい男子高校生の希望を叶えら
れる進学先は、県内では県立女子短
期大学しかない。男女共同参画の家
庭や地域をつくるために、早急に共
学を検討してほしい。

H15.4.25

　県立女子短期大学において学内検討組織を立ち上げ、大学全体の
見直しに取り組んでいるところであり、この中で検討を進める旨の回答
をした。

2 H17.12.2

　プルトニウム混合燃料に関する懇談
会の委員の選任に関して、名簿案が
作成されると同時に関係課への報告
がなされていないこと構成員の女性
の比率が１７分の４であることから付
属機関等条例に違反している。 H18.1.27

・関係課への報告については、委員の委嘱手続きが終了後「付属機関
等の設置及び運営に関する要綱」に基づき速やかに報告を行ってい
る。
・懇談会に係る構成員は、議決権の有無、定足数の対象であるか否か
等から１２名であり、このうち女性は４名である。女性の登用について
は、「県付属機関等の設置及び構成員の選任等に関する条例」に沿っ
て選任に努めたところであるが結果として女性委員が40%を下回ること
となったものである。政策方針決定過程への女性の参画推進に向け
て、幅広い観点から女性人材を登用することは重要なことであるので、
今後とも女性の参画を進め、男女共同参画の推進に努める。
以上について申出者に対して回答した。

3 H17.12.26

　第2回プルトニウム混合燃料に関す
る懇談会において実施された講演が、
客観的データーに基づかない大衆操
作・女性蔑視の内容であったとされ、
講師の選定と講演内容について苦情
の申出がされた。

H18.2.2

・講師の選定については、第1回懇談会での決定を受けリスク論の分野
における専門家の中から、リスク論を平易に解りやすく話していただけ
る方を選定した。
・講演内容については、話の受け止め方は個々人によって異なるが、
懇談会の委員からは有益な話であったと評価いただいている。今後と
も懇談会における講師の選定については、テーマについて該当する分
野から懇談会の決定を受け最も適切な方を選定していく。
以上について申出者に対して回答した。

4 H18.5.9

　平成１８年３月に改定された島根県
男女共同参画計画（しまねパートナー
プラン21）中の「ジェンダー・フリー」に
関する説明が、間違った解釈だけが
記載されており、県民に大きな誤解を
与えている。

H18.6.23

　「しまねパートナープラン21（改定版）」における「社会的性別」(ジェン
ダー)についての用語解説は、国の計画との整合を図るため、平成17
年12月27日に策定された国の男女共同参画基本計画（第2次）中の記
述をそのまま掲載したものである。
　当該記述は、「ジェンダー・フリー」という用語が、使う人によってその
意味や主張する内容が様々である中、「ジェンダー・フリー」を使用して
の不適切な事例を掲載しているものと考えている。
　しかし、当該記述内容のとらえ方によっては、県が目指す男女共同参
画社会の実現に向けた県民の取組についても否定される懸念があるこ
とから、県としては、今後、施策を進めるに当たって、男女共同参画の
理念や「社会的性別」(ジェンダー)について、誤解を受けることのないよ
う理解と普及に努めていく。
以上について申出者に対して回答した。

5 H18.5.11

・第10回プルトニウム混合燃料に関
する懇談会の最終報告書の採決に
おいて、女性の反対意見の持ち主に
対する蔑視があった。
・第9回会議の議事要旨において、会
議冒頭で30分にもわたる女性委員の
発言を一切無視し、一行も触れられ
ないのは、女性に対する人権無視で
ある。

H18.6.23

　採択の表決については、下記1のとおり適正に行われたものと考えて
いる。
　また、第9回懇談会議事録要旨作成についても、下記2のとおり懇談
会委員の承認のもとに適切に作成したものと考えている。
　このことから、女性の反対意見の持ち主に対する蔑視はなかったもの
と考える。
　1.採択の表決について
第10回懇談会における最終意見書の採択に当たっては、議長は報告
書案についての意見以外に、その他の意見についても受け入れる旨
発言されるなど各委員に意見を表明する機会を何度も与えられており、
賛成されなかった女性委員についても意見表明の機会は確保されてい
たものと考えている。また、表決については、異議のない方に挙手を求
めることにより、懇談会設置要綱の規定に基づき過半数であることを確
認されたものであり、適正に行われている。
　2.第9回懇談会の議事録要旨について
懇談会議事録要旨は、個々の委員の発言内容を記録するものではな
く、どのような議事が行われたかの概要を記録する観点から作成したも
ので、懇談会で確認された後、確定し公開している。また、この議事録
要旨に併せて各委員の発言内容等詳細な内容を記録した議事録を作
成し、県のホームページで公開しており、全ての議事内容が確認できる
ようにしている。
以上について申出者に対して回答した。

6 H19.7.17

　出雲市内の中学校においては、全
ての学校で、女性の生徒はスカートと
いう決まりが校則で義務付けられて
いる。
　これは、男女の権利を平等にしよう
という社会の考え方、方向性に逆行
している。是非、県内の公立中学校、
高校において女性の生徒もスカート
のほか、権利としてズボンも選択でき
る制度の導入を働きかけてほしい。

H19.10.9

　国の指導では、校則等は、各学校において、地域の実情、児童生徒
の発達段階、学校の方針、保護者の考え方、児童生徒の実態等を踏
まえることが必要とされる。
　また、校則は各学校において適切に考えられることが基本であり、文
部科学省等による校則の基準づくりは、校則の画一化を招くことにな
り、適当でないとしている。
　県教育委員会としても、校則は学校個々の判断の上、定めるべきも
のであり、一概にスカートとズボンの選択性導入という、画一的な指導
を行う考えはない。
　しかし、校則を定めるに当たっては、男女平等など基本的な人権尊重
に配慮されるべきであると考える。
　県教育委員会としては、今後とも教職員の男女共同参画に関する理
解促進のための研修を継続するとともに、校則についても男女共同参
画の視点に立って、積極的に見直していくよう指導していく。
以上について申出者に対して回答した。
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重点目標 施策の基本的方向

重点目標　１ (1)全県的な広がりを持った広報・啓発活動の展開

(2)男性や若者にとっての男女共同参画の推進

(3)男女共同参画に関する情報の収集・提供

重点目標　２ (1)学校教育などにおける男女共同参画に関する教育の推進

(2)家庭・地域における男女共同参画に関する教育の推進

重点目標 施策の基本的方向

重点目標　３ (1)県の政策・方針決定過程への女性の参画の推進

(2)市町村、企業、団体等における取組の促進

重点目標 施策の基本的方向

重点目標　４ (1)仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の理解促進と定着

(2)多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援

仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)
の

第２次島根県男女共同参画計画　施策体系

基本目標Ⅰ　男女共同参画社会づくりに向けた慣行の見直しと意識の改革

基本目標Ⅱ　政策・方針決定過程への男女共同参画の推進

基本目標Ⅲ　家庭、職場、地域における男女共同参画の推進

男女共同参画に関する教育・学習の推進

地域における慣行の見直しと意識の改革

県の政策・方針決定過程への
女性の参画推進と
市町村、企業、団体等における取組の促進

(2)多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援

(3)男女に均等な雇用環境の整備と能力開発

重点目標　５ (1)政策・方針決定過程への女性の参画の促進

(2)女性の経済的地位向上の促進

重点目標　６ (1)地域における男女共同参画の推進

(2)だれもが安心して暮らせる環境の整備

重点目標 施策の基本的方向

重点目標　７ (1)配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護などの推進

(2)性犯罪等への対策の推進　

(3)セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進

重点目標　８ (1)思春期・若年期における健康づくり

(2)妊娠・出産などに関する健康支援

(3)中高年期における健康づくり

基本目標Ⅳ　個人の尊厳の確立

女性に対するあらゆる暴力の根絶

生涯を通じた男女の健康づくりの推進

の
推進

農林水産業等における
男女共同参画の促進

地域における男女共同参画の推進と
だれもが安心して暮らせる環境の整備
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